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A．研究目的 

 健やか親子２１では、健康づくりに向けたポ

ピュレーション・アプローチを重視している。

すなわち、1次予防の観点で、すべての人に向

地域の社会環境は子育て中の世帯の生活を変え、子どもの健康にも影響する。地域の社会経済

状況に加え、地域の社会関係の豊かさを示すソーシャル・キャピタルや、自治体の子育てや健や

か親子２１関連の施策の状況である。本分担班では、関連する 2つの研究を行った。 

まず、2013 年「親と子の健康調査度アンケート」に回答した 453市区町村のデータと、1.6歳

児健診、3歳児健診のいずれかを受診しアンケートに回答した児の母親のデータを市町村単位で

リンケージした。子育てサークル参加割合や 2 種以上の相談相手がいる女性割合を地域レベル

の子育て関連のソーシャル・キャピタルの指標として用いてマルチレベル分析をしたところ、ソ

ーシャル・キャピタルが豊かな地域に住む母親ほど、そうでない地域の者に比べて子育て中の喫

煙が少なく、その関係は個人が持つ実際の社会的つながりの量とは独立しており、世帯の経済状

況による効果の差も見られなかった。 

また、同様に自治体データと 1 歳 6 か月児の親のアンケート回答データをつなげて分析した

ところ、3，4 か月健診時にチェックリストを用いた事故予防対策事業を実施している自治体で

は、1歳 6か月児の母親の事故予防行動について、タバコや灰皿を子どもの手の届くところに置

いたままにする親の行動が 50％、あめ玉やピーナッツなどを子どもの手の届くところに置いた

ままにする行動が 45％、チャイルドシート未設置が 28％、お風呂のドアを子どもが開けられる

ままにする行動が 15％、それぞれ抑制されていた。「産後うつ対策事業」「親と子の心の健康づ

くり対策事業」「児童虐待の発生予防対策事業」については親の事故防止行動とは統計的に明確

な関連は見られなかった。 

子育て中の地域の親が助け合える社会関係を構築できるように、フォーマル・インフォーマル

の多様な組織連携をすることや、親にとってわかりやすく対応を理解しやすいチェックシート

形式の教育ツールを活用することが、親の望ましい子育て行動を促す可能性が示唆された。これ

らの知見をもとに、子育て世代も対象とした全世代型の地域包括ケアを推進することが期待さ

れる。 
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けた疾病や事故防止のための啓発活動に加え、

健康行動をとりやすく、生活の道線の中で無理

なく健康行動や安全維持の行動がとれる環境

整備を進めることである。 

 本研究では、既存の健やか親子２１に関連す

る研究でこれまでに収集された自治体向け、子

育て世帯向けの調査データを活用して、市町村

単位の社会環境や子育てに関する施策が子育

て中の親が子どもの健康を守るための行動を

とることに貢献するかを検証した。具体的には、

以下の 2つのテーマである。 

 

研究 1）個人の社会関係および地域レベルのソ

ーシャル・キャピタルと子育て中の女

性の喫煙およびその経済状況による格

差との関係に関する研究 

研究 2）市区町村の乳幼児の安全を守る取り組

みが乳幼児の事故リスクに与える影響

に関する研究 

 

 本総合研究報告では、3年間の成果の概要を

示す。詳細については、H28-30年度の分担報

告書を参照されたい。 

 

B．研究方法 

研究 1）個人の社会関係および地域レベルのソ

ーシャル・キャピタルと子育て中の女

性の喫煙およびその経済状況による格

差との関係に関する研究 

2013年「親と子の健康調査度アンケート」結

果の提供があった 453 市区町村で、1.6 歳児健

診、3歳児健診のいずれかを受診しアンケート

に回答した児の母親 54,893 名のうち、下記の

いずれかの変数に欠損があった者を除外した

50,470 名を分析対象とした。 

自己記入した、子育て中の女性の喫煙（2値変

数）の有無を目的変数とした。従属変数には、

経済状況感：「現在の暮らしの経済的な状況を

総合的にみて、どう感じていますか？」、社会

関係の変数として、子育てサークル参加・地域

の声かけ・育児の相談相手・子育てサークル参

加の有無の変数を用いた。地域レベルのソーシ

ャル・キャピタル指標については、上記の子育

てサークル参加・地域の声かけ・育児の相談相

手の有無のデータを市町村ごとに集計して割

合を出して用いた。年齢・性別・出生順位・児

の年齢・就業の有無・夫の喫煙の有無、個人レ

ベルの社会関係（子育てサークル参加、地域の

声かけ、育児の相談相手のいずれか一つを投

入）、健診種類（集団／個別）、地域レベルの

人口密度（対数変換）で調整した。 

 

研究 2）市区町村の乳幼児の安全を守る取り組

みが乳幼児の事故リスクに与える影響

に関する研究 

 2013 年「親と子の健康調査度アンケート」

結果の提供があった 442市区町村のうち 1歳 6

か月健診を受診しアンケートに回答した児の

親のデータがある 371 市区町村、親 23,394 名

を対象とした。親の事故リスク行動として、 

 0－4 歳児の事故による死亡原因として上位

である窒息、交通事故、溺死防止の行動をして

いるか否かを従属変数とした。説明変数には、 

2013年「健やか親子２１」の推進状況に関す

る実態調査票」に対する各母親座居住する市町

村の回答を用いた。具体的には、事故防止対策

事業として「乳幼児健康診査の際に事故防止対

策事業を実施していますか。」という設問のう

ち、「事故防止のための安全チェックリストを

使用している」に○をつけた市区町村を、「事

故防止対策事業実施あり」とした。また、「産

後うつ対策事業」「親と子の心の健康づくり対

策事業」「児童虐待の発生予防対策事業」「各種

母子保健対策の取り組み」について「平成 22
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年度以降、取組を充実させた」か否かを用いた。

交絡要因として、市町村レベル変数として人口

密度・0-3 歳人口率・失業率・課税対象所得、

個人レベルの変数として母親の年齢・児の出生

順位・児の性別・母親の就業状況・主観的虐待

感の有無・主観的経済観・育児の相談相手の有

無・かかりつけ医の有無を調整した。ロジステ

ィックマルチレベル分析を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究は厚生労働省「人を対象とする医学系

研究に関する倫理指針」を遵守して実施した。

両研究とも、個人識別情報を削除した匿名デー

タの二次利用によるものである。 

 

C．研究結果 

研究 1）個人の社会関係および地域レベルのソ

ーシャル・キャピタルと子育て中の女

性の喫煙およびその経済状況による格

差との関係に関する研究 

個人要因では、経済状況感が低い子育て中の

女性ほど喫煙しており、また、個人の社会関係

が豊かな子育て中の女性ほど喫煙していなか

った。さらに健診形態を含めた個人要因を調整

後も、地域レベルのソーシャル・キャピタルが

豊かな地域に住む女性ほど、そうでない地域の

女性に比べて喫煙リスクは低い傾向がみられ

た。いずれの指標で地域のソーシャル・キャピ

タルを評価した場合でも同様の傾向がみられ

た。経済状況感と地域レベルのソーシャル・キ

ャピタル指標との交互作用は認められなかっ

た。（表1） 

研究 2）市区町村の乳幼児の安全を守る取り組

みが乳幼児の事故リスクに与える影響

に関する研究 

母親の事故予防行動に関する 4 つの従属変

数について、個人と地域の交絡の影響を調整し

てもなお有意な関連がみられた。具体的には、

タバコや灰皿を子どもの手の届くところに置

いたままにする親の行動が 50％、あめ玉やピ

ーナッツなどを子どもの手の届くところに置

いたままにする行動が 45％、チャイルドシー

ト未設置が 28％、お風呂のドアを子どもが開

けられるままにする行動が 15％、それぞれ抑

制されていた。一方で、医薬品、洗剤等を子ど

もの手の届くところにおいたままにする行動

及び浴室の水をためたままの行動には、取組の

有無による統計的有意な違いはみられなかっ

た（図 1）。「産後うつ対策事業」「親と子の心の

健康づくり対策事業」「児童虐待の発生予防対

策事業」いずれも親のリスク行動との関連がな

かった。 

 

D．考察 

研究1）からは、本人の主観的な経済状況感や

地域での社会参加の程度によらず、子育てサー

クル参加割合や2種以上の相談相手がいる女性

割合が多い地域に住んでいる子育て中の女性

ほど、喫煙しないという関連が観察された。子

育て中の女性の地域活動への参加や支援の交

流を促進する地域の社会環境を整備すること

は、社会経済的に不利な立場にあり、地域での

社会関係をうまく築けない女性の喫煙率も低

下できる可能性が示唆された。 

研究 2）では、3，4か月健診時にチェックリ

ストを用いた事故予防対策事業を行うと、1歳

6か月時の親の 6つのうち 4つについて、悪い

行動を抑制する可能性が示された。 

 

E．結論 

 子育て中の親は多忙で、ストレスも多い。

今回示されたように、地域のソーシャル・キ

ャピタルが豊かであることや、簡便でわかり

やすいツールを用いた保健事業を展開する

ことで、支援環境と行動変容の両面において
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効果をあげられる可能性が示された。特に、

親の社会経済状態など、置かれた状況によら

ずに効果がみられたことは注目に値する。官

民が連携して、地域の社会環境をデザインす

る、環境改善型のポピュレーション・アプロ

ーチの展開が健やか親子２１の推進に資す

ることを支持する結果である 1。 
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表1. 地域レベルのソーシャル・キャピタルと子育て中の女性の喫煙との関連 ：マルチレベルロ

ジスティック回帰分析結果 

 地域レベルのソーシャル・キャピタルの評価指標 

 子育てサークル参加

(n = 50,070) 

地域の声かけ 

(n = 49,707) 

育児の相談相手有無 

(n = 50,268) 

 OR 95%CI OR 95%CI OR 95%CI 

経済状況感（ref 良い） 1.00  1.00  1.00  

普通 1.17* 1.02-1.32 1.18* 1.04-1.34 1.17* 1.04-1.34 

悪い 1.95* 1.71-2.21 1.99* 1.75-2.27 1.99* 1.75-2.26 

健診形態（ref 集団） 1.00  1.00  1.00  

 個別 1.08 0.98-1.19 1.10 1.10-1.21 1.09 0.99-1.20 

個人の社会関係あり 0.43* 0.38-0.48 0.91 0.82-1.01 0.89* 0.82-0.96 

市町村のソーシャル・キ

ャピタル 

0.94* 0.89-0.99 0.97 0.87-1.07 0.91 0.83-1.00 

市区町村間分散 

 

0.0561 0.0366- 

0.0859 

0.0694 0.0399- 

0.0913 

0.0566 0.0370- 

0.0866 
* P < 0.05   

以下の変数を調整済み：＜個人レベル＞年齢、児の性別、児の年齢 （1.6歳、3歳）、児の出生順
位、夫の喫煙、就業有無＜市区町村レベル＞人口密度（対数変換）も調整済み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 市区町村の事故予防対策事業と母親のリスク行動と関連 
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